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かわまた議会だより

●
川
俣
町
監
査
委
員

　

次
の
方
の
選
任
に
つ
い
て

同
意
し
ま
し
た
。
な
お
任
期

は
平
成
27
年
７
月
１
日
か
ら

平
成
31
年
６
月
30
日
ま
で
の

４
年
間
で
す
。

•
斎
藤　

庸
夫
（
再
任
）

飯
坂
字
下
谷
沢

●
平
成
27
年
度
一
般
会
計
補

　

正
予
算

　
　
　

山
木
屋
の
公
共
施
設

の
建
て
直
し
等
は
東
京
電
力

の
賠
償
対
象
に
な
ら
な
い
の

か
。　
　
（
高
橋
道
弘
議
員
）

●
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

　

改
正

　
　
　

26
年
度
決
算
を
し
て
、

厚
生
労
働
省
が
示
し
て
い
る

給
付
費
の
３
ヵ
月
分
に
な
る

よ
う
基
金
に
積
む
よ
う
努
力

す
る
の
か
。（高

橋
道
弘
議
員
）

　
　

基
金
残
高
は
平
成
27
年

３
月
末
で
５
５
１
３
万
円

で
す
。
厚
生
労
働
省
の
基
準

に
よ
れ
ば
２
億
７
０
０
０
万

円
が
必
要
に
な
り
ま
す
の
で
、

今
後
繰
越
金
８
８
０
０
万
の

う
ち
６
１
０
０
万
円
を
基
金

に
積
む
予
定
で
す
。

（
保
健
福
祉
課
長
）

2

を可決！を可決！
万7千円増額　～総額122億7,151万7千円～

　

６
月
定
例
会
は
６
月
４
日
か
ら
10
日
ま
で
の
７
日
間
の
会
期
で
開
か
れ
、
条

例
改
正
に
関
す
る
議
案
４
件
、
補
正
予
算
議
案
２
件
、
契
約
の
変
更
に
関
す
る

議
案
２
件
、
人
事
案
件
３
件
の
11
件
の
議
案
が
提
案
さ
れ
、
審
議
の
う
え
全
て

原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
一
般
質
問
は
８
人
が
登
壇
し
、
町
政
全
般
に
つ
い
て
当
局
の
考
え
を

質
し
ま
し
た
。

　
　

そ
れ
ら
の
公
共
施
設
は

東
京
電
力
の
財
物
賠
償
の
対

象
に
な
り
ま
す
。

（
原
子
力
災
害
対
策
課
長
）

質
問

質
問

答

答

条
例
の
改
正

予
算
の
補
正

人
事
案
件

●
川
俣
町
情
報
公
開
審
査
会

　

委
員

　

次
の
方
の
選
任
に
つ
い
て

同
意
し
ま
し
た
。
な
お
任
期

は
平
成
27
年
７
月
１
日
か
ら

平
成
29
年
６
月
30
日
ま
で
の

２
年
間
で
す
。

•
安
齋　

康
男
氏
（
再
任
）

　
　
　
　
　

中
丁

•
齋
藤　

幸
子
氏
（
新
任
）

　
　
　
　
　

鶴
沢
字
油
田

•
齋
藤　

金
男
氏
（
新
任
）

　
　
　
　
　

大
綱
木
字
前
平

・
佐
藤　

喜
一
氏
（
再
任
）

　
　
　
　
　

福
島
市
腰
浜
町

・
中
里　
　

真
氏
（
新
任
）

　
　
　
　
　

福
島
市
笹
谷

●
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の

　

推
薦

　

次
の
方
の
推
薦
に
つ
い
て

同
意
し
ま
し
た
。
な
お
任
期

は
法
務
大
臣
が
委
嘱
し
た
日

か
ら
３
年
間
で
す
。

•
丸
樹
ま
り
子
氏
（
新
任
）

　
　
　
　
　

字
竹
ノ
内

補正予算の主な内容

●除染対策事業費
２億８８５万円

●農業水利施設保全再生事業費
１,２８７万４千円

●地域生活支援事業費
９００万円

●町道中島・諏訪線
１,６７４万円

６
月
定
例
会
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復興関連補正予算復興関連補正予算
2億9,608

第58号

第59号

第60号

第61号

第62号

第63号

第64号

第65号

第66号

第67号

諮問第１号

羽田産業団地造成工事請負契約の一部変更について

西部工業団地造成工事請負契約の一部変更について

川俣町生活拠点形成交付金基金条例の一部を改正する条例

川俣町消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例

川俣町税特別措置条例の一部を改正する条例

川俣町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

平成27年度川俣町一般会計補正予算（第３号）

平成27年度川俣町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

川俣町監査委員の選任について

川俣町情報公開審査会委員の任命について

人権擁護委員の候補者の推薦について

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

可決（全会一致）

同意（全会一致）

同意（全会一致）

同意（全会一致）

議　案 件　　　　　　　　　　　　　名 審 議 結 果

6 月 定 例 会 審 議 結 果（平成27年6月4日～10日）

受理
番号 付託委員会 件　　　　名 請願者住所及び氏名 紹介議員

氏　　名
審査
結果

受理
番号 付託委員会 件　　　　名 陳情者住所及び氏名 審査

結果

4 総 務 文 教
常任委員会

「被災児童生徒就学支援等事業交付
金」による就学支援事業の継続を求
める陳情書

福島市上浜町10-38
　　福島県教職員組合

中央執行委員長　角田　政志
福島市上浜町10-38
　　福島県教職員組合福島支部

支部長　佐藤　　毅

採択

26年
12

産 業 建 設
常任委員会

法定外道路の町道認定に関
する請願書

川俣町小綱木字細久保23
菅野　幹夫　他7名

新関　善三
菅野　正彦 採択

6月定例会請願審査結果

6月定例会陳情審査結果
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「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による就学支援事業の継続を求める意見書

憲法違反の安全保障体制の見直しを行わないよう求める意見書

マイナンバー制度に関する意見書

　東日本大震災から４年が経過しました。平成23年度に創
設された「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」は、平
成27年度から「被災児童生徒就学支援等事業交付金」となり、
被災した子どもたちには、学校で学ぶための諸経費及び通学
費（スクールバスの諸経費を含む）等の補助が行われ、極め
て有効な支援事業として機能しています。
　現在も多くの子どもたちが福島県内外で避難生活を送り、
避難先のそれぞれの学校で学んでいます。未だにふるさとに
帰還することもできず、経済的な支援を今後も必要とする子
どもが多くいます。特に、仮設住宅及び借り上げ住宅に暮ら
す子どもたちは、大変厳しい環境の中で生活し学んでいます。
スクールバスで通学していたり、保護者の送迎により通学し
たりしている子どもも多くいます。
　また福島県だけでなく、宮城県、岩手県など広範囲の被災
地でも、被災した多くの子どもの就学支援が行われています。
「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による就学支援は非
常に重要であり、平成28年度以降も特例交付金制度が継続

　太平洋戦争終結から70年の節目を迎え、安倍内閣は国際
平和支援法・平和安全法制整備法の拙速な成立を図ろうとし
ている。
　昨年7月、集団的自衛権の行使容認を閣議決定し、平時か
ら有事まであらゆる事態に対応するため、自衛隊の任務拡大
を打ち出している。それを受け、今国会で、他国を武力で守
る集団的自衛権の行使を可能にする武力攻撃事態法改正、自
衛隊法改正、国際紛争に対処する他国軍を後方支援するため
自衛隊を随時派遣できる恒久法国際平和支援法の新設、日本
周辺に限らず米軍や他国軍の後方支援を可能とする周辺事態
法改正など、新しい安全保障法制の整備を行おうとしている。
このことは、国際紛争の場に自衛隊を派遣するということで
あり、国際紛争の解決に武力支援をするということである。
この政府の安全保障法制に対する姿勢は、憲法9条第1項「日
本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、
国権の発動たる戦争と武力による威嚇又は武力の行使は国際
紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。」に
逸脱している。

　昨年5月に「行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律」が成立し、社会保障・税番
号制度、いわゆるマイナンバー制度が導入され、本年10月
から個人番号・法人番号が通知され、平成28年1月から順次、
各行政機関において利用が開始される予定となっている。こ
の制度は、国民一人ひとりに固有の番号を割り振るものであ
り、国や地方公共団体で分散管理されている年金や納税等の
個人情報を、相互に利用できる仕組を構築することにより、
行政手続の効率化や簡素化を図るとともに、国民の利便性の
向上につなげることを目的としている。また、より正確な所
得の把握が可能となることから、給付漏れや二重給付、税の
不正還付などが減少し、社会保障及び税の給付と負担の公平
化が図られるなど、多くの効果が期待されている。
　しかしながら、こうした効果が期待される一方で、この制
度が個人のプライバシーと密接に関連するものであることか
ら、日本年金機構の125万件の情報流出問題など個人情報の
漏えいや目的外使用、更にはなりすまし等の犯罪被害のおそ

され、必要な財政措置を行い、被災した子どもたちに継続し
た就学支援事業を実施できるようにする必要があります。
　よって、下記事項について、地方自治法第99条にもとづき、
意見書を提出します。

記
１．東日本大震災によって経済的に困窮している家庭の
子どもたちの就学・修学を保障するため、引き続き、平
成28年度以降も全額国費で支援する「被災児童生徒就学
支援等事業交付金」を継続すること。 

　　平成27年６月10日
内閣総理大臣　安倍　晋三 様
財 務 大 臣　麻生　太郎 様
総 務 大 臣　高市　早苗 様
文部科学大臣　下村　博文 様
復 興 大 臣　竹下　　亘 様

福島県伊達郡川俣町議会

　さらに、6月4日に開催された衆院憲法審査会の参考人質疑
においても、参考人全員が「憲法違反」の認識を表明している。
国民の多くは、なぜこの時期に安全保障法制の見直しをしな
ければならないのか、大きな疑問を感じている。今、政府が
行おうとしていることは、これまで歴代内閣が踏襲してきた
安全保障体制を180度転換しようとするものである。立憲主
義の日本において、憲法に定められた国の在りようを根本か
ら変えようとするのであれば、憲法改正の手続きを経なけれ
ばならないことは明らかである。
　本町議会は、憲法違反の安全保障体制の見直しを行わない
ことを強く求める。
　以上地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　平成27年６月10日

衆議院議長　大島　理森 様
参議院議長　山崎　正昭 様
内閣総理大臣　安倍　晋三 様

福島県伊達郡川俣町議会

れが指摘されている。
　また、安倍首相は、政府の産業競争力会議で、マイナンバ
ー制度の利用範囲を、医療分野、パスポート取得や証券口座
での納税手続きなどにも広げる方針を示した。これは、マイ
ナンバー制度の乱用であり、国民のプライバシー侵害が危惧
される。
　よって、国においては、厳格なセキュリティー対策等を設
けるなど国民のこうした不安や懸念を払拭されない限り、マ
イナンバー制度の導入を見送るよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　平成27年６月10日

内閣総理大臣　安倍　晋三 様
財 務 大 臣　麻生　太郎 様
総 務 大 臣　高市　早苗 様
厚生労働大臣　塩崎　恭久 様

福島県伊達郡川俣町議会

６月定例会における議員提案は、関係機関に意見書を送付しました。６月定例会における議員提案は、関係機関に意見書を送付しました。



かわまた議会だより

県
内
の
議
会
だ
よ
り
に
つ

い
て
具
体
的
に
良
い
点
、

改
善
す
べ
き
点
に
つ
い
て

指
導
が
あ
り
ま
し
た
。

5

●
平
成
27
年
度
一
般
会
計
補

　

正
予
算

　
　
　

復
興
拠
点
商
業
施
設

整
備
の
全
体
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

（
高
橋
道
弘
議
員
）

　
　

基
本
的
な
調
査
設
計
は

27
年
度
に
実
施
し
、
施
設
本

体
は
28
年
度
に
予
定
し
て
お

り
ま
す
。（
企
画
財
政
課
長
）

　
　
　
「
津
波
・
原
子
力
災

害
被
災
地
域
雇
用
創
出
企
業

立
地
補
助
金
」
は
消
費
税
分

が
補
助
対
象
外
で
あ
る
そ
う

だ
が
基
本
的
な
考
え
方
を
教

え
て
下
さ
い
。

（
遠
藤
宗
弘
議
員
）

　
　

今
回
の
補
助
事
業
は
経

済
産
業
省
所
管
の
事
業
で
あ

り
ま
し
て
、
民
間
に
も
適
用

に
な
る
補
助
事
業
と
い
う
こ

と
で
そ
の
様
に
な
っ
て
お
り

ま
す
。　
（
企
画
財
政
課
長
）

　
　
　

山
木
屋
地
区
復
興
拠

点
等
事
業
化
推
進
計
画
の
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
結
果
は
報
告

し
な
い
の
か
。

（
菅
野
清
一
議
員
）

　
　

結
果
報
告
書
に
つ
い
て

は
次
回
の
全
員
協
議
会
に
提

示
し
ご
説
明
し
た
い
。

（
企
画
財
政
課
長
）

質
問

質
問

質
問

答

答 答

予
算
の
補
正

　

５
月
１
日
に
第
６
回
臨
時
会
が
開
催
さ
れ
、
専
決
処

分
の
報
告
・
承
認
に
関
す
る
議
案
１
件
、契
約
締
結
（
羽

田
産
業
団
地
造
成
工
事
と
西
部
工
業
団
地
造
成
工
事
）

に
関
す
る
議
案
２
件
が
提
案
さ
れ
、
審
議
の
う
え
全
て

原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

５
月
28
日
に
第
７
回
臨
時
会
が
開
催
さ
れ
、動
産（
町

マ
イ
ク
ロ
バ
ス
と
ス
ク
ー
ル
バ
ス
）
の
取
得
に
関
す
る

議
案
２
件
、
新
庁
舎
建
設
工
事
契
約
に
関
す
る
議
案
１

件
、
補
正
予
算
１
件
が
提
案
さ
れ
、
審
議
の
う
え
す
べ

て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

臨
時
会

臨
時
会

第6回

臨
時
会

臨
時
会

第7回

　

新
庁
舎
は
耐
震
構
造
で

町
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

目
指
し
た
機
能
性
・
効
率

性
の
高
い
庁
舎
に
な
っ
て

お
り
、
町
民
相
談
室
や
授

乳
室
が
設
置
さ
れ
て
い
ま

し
た
。
ま
た
、
環
境
の
ま

ち
に
ふ
さ
わ
し
い
庁
舎
と
し

て
太
陽
光
パ
ネ
ル
、
木
質
ペ

レ
ッ
ト
ボ
イ
ラ
ー
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ

照
明
、
ト
イ
レ
洗
浄
の
雨
水

の
活
用
等
を
導
入
し
て
お
り

ま
し
た
。

　

７
月
１
日
に
国
見
町
を
訪
問
し
、
研
修
し
て
き
ま

し
た
。

　

国
見
町
役
場
庁
舎
は
当
町
と
同
じ
く
、
東
日
本
第

大
震
災
に
よ
り
被
災
し
建
て
替
え
が
進
め
ら
れ
て
い

た
が
、
本
年
５
月
に
開
庁
式
を
向
か
え
た
。

　

５
月
20
日
に
議
会
広
報
研
修
会
が
郡
山
市
「
ビ
ッ

ク
パ
レ
ッ
ト
」
で
開
催
さ
れ
参
加
し
て
き
ま
し
た
。

　

研
修
会
は
２
部
構
成
行

わ
れ
、
前
半
は
、
住
民
に

読
ま
れ
る
た
め
の
「
議
会

広
報
紙
」
に
す
る
た
め
の

編
集
方
法
に
つ
い
て
、
書

体
、
行
間
、
文
字
組
み
、

レ
イ
ア
ウ
ト
等
の
基
本
的

な
話
か
ら
、
訴
求
情
報
の

理
解
を
上
げ
る
た
め
の
写

真
、
図
や
表
な
ど
を
用
い
た

ビ
ジ
ュ
ア
ル
化
、

住
民
意
見
の
掲

載
、
企
画
紙
面

の
導
入
な
ど
の

話
が
あ
っ
た
。

　

後
半
は
議
会

広
報
紙
ク
リ
ニ

ッ
ク
が
行
わ
れ
、

川
俣
町
庁
舎
建
設
特
別
委
員
会

議
会
広
報
研
修
会

講師の長岡光弘氏

国
見
町
新
庁
舎


